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《中央社保協第６４回全国総会議案／付属資料》 

 

2019 年度（2019.5.1～2020.4.30）の取り組み報告 
 

    組織名／団体・地域 （ 滋賀県社会保障推進協議会 ） 記入者（  田村 誠      ） 

 

この一年間の取り組みの特徴について 

 毎月、定例の幹事会を開催し、課題を共有する。 2019年度、はじめて滋賀で「

介護・認知症なんでも無料電話相談」に認知症の人と家族の会・滋賀県支部と協

同で取り組み、新たな繋がりの輪を広げる。今年度も協同で実施の予定。  

 新たに結成された大津社保協は、独自での対市懇談など旺盛に取り組まれる。  

 大津市立保育園民営化反対運動に裏方から支援。昨年2月の「白紙撤回」の請

願は否決されたが、統一地方選挙後の会派を巻き込んでの請願書 (合意形成が不

調の場合は、存続することを検討すること )を再度作成し、昨年の 9月議会で全員

に採択される。今年1月に市長が交代し、新市長が「白紙に戻したうえで、今後

のあるべき姿を検討する」と表明。民営化の白紙撤回を勝ちとる。  

 社保協近畿ブロックに結集し、近畿の社保協の取り組みや課題等などを共有す

る。 

学習会・共同集会・シンポジウム等の取り組みの特徴⇒１万ヵ所学習会集約は別紙報告書へ 

 自治体キャラバンに合わせ、年 1回、自治体に向けた「提案型学習会」を開催

。今年度は【「くらし支えあい条例」に基づく市民に寄り添う行政】として滋賀

県の野洲市長を講師にお迎えし、学習会を実施。 48名の参加。滋賀県の米原市長

も参加され、「あらゆる問題の矛盾を解決する先頭に立ってほしい」とエールを

送られる。  

署名・宣伝行動、相談活動等の取り組みの特徴 

 署名・宣伝行動は、県社保協では取り組んでいない。  

 相談活動は、いい介護の日11/11の「介護・認知症なんでも無料電話相談」の

み。 

自治体要請（キャラバン）・地方議会請願、自治体アンケート等の取り組み状況について 

 滋賀県社保協では、取り組んでいない。県労連に主になっていただき「県民要

求実行委員会」と共催という形で実施。滋賀県社保協独自の自治体アンケートを

作成し、アンケート集約し、自治体キャラバンに活用する年度もあり。  

 地方議会請願は、滋賀県社保協では、取り組んでいない。国保単位化問題につ

いては、何度か県と懇談を実施する。  

 

議員要請行動について（国会議員、地方議員等） 

 滋賀県社保協では、取り組んでいない。  

 

 

その他 
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署名集約（取り組んだ署名を記入ください）                            集約数（筆数） 

① 「国の責任で社会保障の拡充を求める請願署名（２５条署名）         

②  「介護改善署名」                

③  「後期高齢一部負担金２割化反対署名」   

④  「年金改善署名」   

⑤  「生活保護改善関連署名」   

⑥  「保育改善署名」   

⑦  「４２４共同・地域医療署名」   

⑧  「消費税関連署名（増税反対・５％減税）署名   

⑨  「憲法改悪反対署名」   

⑩  その他（                  ）  

⑪    

 

 

 

 

２０１９年度内に結成した地域社保協 

結成年月日(      ) 名称(             ) 

結成年月日(      ) 名称(              )

結成年月日(      ) 名称(              ) 

 

結成予定の地域社保協 

結成予定日(        )  名称(                    ) 

結成予定日(        )  名称(                    )   

結成予定日 (        ) 名称(                  ) 

 

 

 ※締め切り ８月 17 日(月)とします。 

 

※議案書作成、大会資料にも活用しますので締め切り厳守でお願いし 

ます。 

 

※代表アドレス・k25@shahokyo.jp へ送信ください。 


